
 
大山崎町行財政改善委員会第２回会議次第  

 

 
日時：平成 20 年 8 月 26 日（火） 

                        午後 3 時～  

場所：大山崎町立中央公民館 2 階講座室 

 

 

１．開 会  

 

２．会長あいさつ  

 

３．議事録の確認等について  

 

４．議題  

 

 (1) 大山崎町における役割分担の現状について  

 

 

 

 (2) プレゼンテーション  

 

 

 

５．その他  
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大山崎町における役割分担の現状（例）

平成20年8月26日
大山崎町政策推進室
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施策名：地域福祉

施策目標を実現するための手段の例（町実施事務事業の例）
・身体障害者入浴サービス事業

・障害者生活支援事業

・自立支援給付（補装具）

・障害者福祉推進事業

・各種福祉団体支援

地域福祉事業の実施主体例
・大山崎町

・社会福祉協議会

・乙訓障害者地域生活支援センター「キャンバス」

・地域活動支援センター「アンサンブル」

・民生児童委員協議会

・遺族会
・身体障害者協会
・原爆被災者の会
・知的障害者育成会



3

施策名：高齢社会対策

施策目標を実現するための手段の例（町実施事務事業の例）
・在宅福祉事業
（給食サービス、寝具丸洗い乾燥サービス、ホームヘルパー派遣など）

・介護者支援対策
（包括的支援事業、寝たきり老人等介護見舞金）

・健康・生きがい対策
（賀寿祝い金、老人クラブ活動助成、シルバー人材センター運営助成な
ど）

高齢社会対策事業の実施主体例
・大山崎町
・社会福祉協議会
・老人クラブ
・シルバー人材センター
・婦人会
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施策名：児童・母子(父子）福祉

施策目標を実現するための手段の例（町実施事務事業の例）

・児童手当

・児童育成支援手当

・乳幼児医療費助成

・保育所

・留守家庭児童会

児童・母子（父子）福祉事業の実施主体例

・大山崎町

・民間保育所

・NPO法人

・三つ和母子会
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施策名：社会教育

施策目標を実現するための手段の例（町実施事務事業の例）

・青少年教育事業

・青少年健全育成事業

・成人教育

・人権教育

・各種団体支援

社会教育事業の実施主体例

・大山崎町

・少年補導委員会

・青少年健全育成協議会

・PTA

・社会を明るくする運動大山崎地区実行委員会
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施策名：アメニティの創出・循環型社会の構築

施策目標を実現するための手段の例（町実施事務事業の例）
・ごみ収集運搬

・ごみ処理

・環境美化対策（町内一斉清掃の実施、環境美化監視員の配置など）

・循環型社会の学習、教育推進

・地球温暖化防止対策

アメニティの創出・循環型社会の構築事業の実施主体例
・大山崎町

・乙訓環境衛生組合

・民間企業

・環境美化監視員

・生活学校
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施策名：消防防災・防犯

施策目標を実現するための手段の例（町実施事務事業の例）

・常備消防機関の設置運営

・非常備消防機関の設置運営

・防災体制の強化

・地域防犯活動支援

消防防災・防犯事業の実施主体例

・大山崎町

・乙訓消防組合

・消防団

・町内会・自治会

・警察署

・PTA



構　成　比
類似団体
職 員 数

（Ｂ）

構成比

人 ％ 人 ％

3 2.08 2 1.59

31 21.53 29 23.02

総務一般 22 15.28 20 15.87

企画開発 4 2.78 4 3.17

住民関連 5 3.47 5 3.97

9 6.25 10 7.94

53 36.81 29 23.02

民生一般 11 7.64 9 7.14

保育所 41 28.47 19 15.08

老人福祉施設 0.00 0.00

年金保険関係 1 0.69 1 0.79

16 11.11 13 10.32

衛生一般 7 4.86 5 3.97

保健センター 0.00 0.00

公害 2 1.39 1 0.79

清掃一般 2 1.39 2 1.59

ごみ収集 5 3.47 5 3.97

1 0.69 7 5.56

1 0.69 2 1.59

10 6.94 9 7.14

土木一般 5 3.47 6 4.76

都市計画一般 5 3.47 3 2.38

124 86.11 101 80.16

20 13.89 25 19.84

教育一般 7 4.86 6 4.76

社会教育一般 4 2.78 4 3.17

文化財保護 2 1.39 2 1.59

公民館 2 1.39 2 1.59

社会教育施設 1 0.69 3 2.38

保健体育一般 2 1.39 2 1.59

保健体育施設 1 0.69 2 1.59

小学校 1 0.69 4 3.17

20 13.89 25 19.84

144 100.00 126 100.00

水道 7

下水道 4

国保 4

介護 4

19

163 定員管理調査に基づく職員数で臨時職員（７名）を含みます。

一般行政　計

教育

特別行政　計

（定数内嘱託員）

合計

企業等
会計

公営企業等 計

衛生

農林

商工

土木

普通会計　計

類似団体等との職員数比較表

民生

議会

総務

税務

Ｈ19．４．１現在
（Ａ）

部　　　門

 類似団体との比較

（教育長含む）

（臨職(１名)含む）

（臨職(５名)含む）

（臨職(１名)含む）



大山崎町における保育所の現状について 
 

平成 20 年 8 月 1 日現在 

◆大山崎町保育所 
左記の内訳 

クラス別 定員 現員 保育士配置基準 実配置数 
正規職員数 嘱託職員数 臨時職員数

0 歳 ６ ６ ３：１(2) ２ １  １

1 歳 ２０ ２０ ５：１(4) ４ ３  １

2 歳 ２１ ２１ ７：１(3) ３ １ １ １

3 歳 ４０ ２７ 20：１(2) ２ ２  
4 歳 ２１ ２４ 30：１(1) １ １  
5 歳 ３０ ３０ 30：１(1) １ １  
合計 138 128 （13） 13 ９ １ ３

 
◆第 2 保育所 

左記の内訳 
クラス別 定員 現員 保育士配置基準 実配置数 

正規職員数 嘱託職員数 臨時職員数

0 歳 ６ ６ ３：１(2) ２ １  １

1 歳 １５ １３ ５：１(3) ３ １ ２ 
2 歳 ２８ ２８ ７：１(4) ４ ２  ２

3 歳 ２０ １９ 20：１(1) １ １  
4 歳 ３０ １９ 30：１(1) １ １  
5 歳 ３０ １９ 30：１(1) １ １  
合計 129 104 （12） 12 ７ ２ ３

 
◆第 3 保育所 

左記の内訳 
クラス別 定員 現員 保育士配置基準 実配置数 

正規職員数 嘱託職員数 臨時職員数

0 歳 ６ ６ ３：１(2) ２ １  １

1 歳 １５ １２ ５：１(3) ３ １ １ １

2 歳 １４ １４ ７：１(2) ２ ２  
3 歳 ２０ １４ 20：１(1) １ １  
4 歳 ３０ １８ 30：１(1) １ １  
5 歳 ３０ １６ 30：１(1) １ １  
合計 115 80 （10） 10 ７ １ ２

 
※正規職員について、上記のほか、各園に所長 1 名・保育士長 1 名及び調理師あり。 
※嘱託職員について、上記のほか、フリー数名及び調理師あり。 
※臨時職員について、上記のほか産休代替・障害児付・時間外保育など数名及び調理師あり。 



 
【保育所における人件費の状況（平成 18 年度決算額）】 

 

項     目 金      額 

・正規職員人件費総額（３５名）※調理師・用務員除く ２４４，２７９，３４７円

（・上記一人当たり） （約６，９７９千円）

・正規職員（調理師）人件費総額（３名） １９，９５２，９５２円

（・上記一人当たり） （約６，６５１千円）

・正規職員（用務員）人件費総額（１名） ７，７４５，６３０円

・嘱託職員人件費総額（６名）※調理師除く １７，８８９，８５２円

（・上記一人当たり） （約２，９８２千円）

・嘱託職員（調理師）人件費総額（５名） １５，４５９，５８１円

（・上記一人当たり） （約３，０９２千円）

・臨時職員（アルバイト）賃金 ※調理師含む ３５，９１９，０３０円

合計 ３４１，２４６，３９２円

 
 
 
 
 

【保育所に係る町の財政負担の状況】 
 
 
◆別紙のとおり 





期間 内容 体制 経費等（平成１８年度実績） 備考

４９，２７６，５００円（清掃車２台）

２４，６３８，２５０円（清掃車１台）

その他プラスチック類 第1～4週　火～金
　清掃車1台が町内81箇所のステーションを各
４回／月　収集

委託 ９，９８７，２８５円

不燃物収集容器設置 第1～4週　火～金 早朝に公用車(パワーゲート付トラック）で設置 委託 ２，２０６，７４３円

不燃物収集指導員 第1～4週　火～金
町内81箇所の資源ごみ分別ステーションに各
2回／月配置

委託 ６，４０３，２５７円

カン 第1～4週　火～金
　清掃車1台が町内81箇所のステーションを各
２回／月　収集

直営 1台2名乗車

ビン 第1～4週　火～金
　清掃車1台が町内81箇所のステーションを各
２回／月　収集

直営 1台3名乗車

その他不燃物類 第1～4週　火～金
　清掃車1台が町内81箇所のステーションを各
２回／月　収集

直営 1台２名乗車

ｽﾌﾟﾚｰカン･ライター 第1～4週　火～金
　清掃車1台が町内81箇所のステーションを各
２回／月　収集

直営 回収物は分室にて保管

不燃物収集容器回収 第1～4週　火～金
パワーゲート付トラック（1台）で回収

町内81箇所を各５回／月
直営 1台2名乗車

不燃物収集容器洗浄 第1～５週 不燃物収集容器の洗浄 直営

筒型乾電池・蛍光灯 第1～4週　火～金
　ステーション方式。町内81箇所を各２回／月
の収集(不燃物収集容器回収時）

直営 回収物は分室にて保管

筒型乾電池・蛍光灯の
搬送

第1～５週 保管した筒型電池･蛍光灯類を処理場に搬送 直営

第1～５週　月・木 　予約で個別有料収集 直営

第5週 看板等の付け替え 直営

不法投棄パトロール 第1～５週
　分別ステーションを中心に管内の不法投棄
のパトロール等

直営

種　別

大型ごみ収集

・職員体制：正規職員５名、嘱託職員１名及び臨時職員（アル
　            　バイト）１名
・正規職員人件費総額：３８，８０７，１１８円
　→一人あたり約７，７６１千円
・嘱託職員人件費総額：３，０９１，６３０円
・臨時職員（アルバイト）賃金総額：１，３６２，４００円

大山崎町における清掃業務の概要について

分別ステーションの管理

　第１～５週　月木・火金 委託

◆清掃業務概要

資
源
ご
み
収
集

可燃物収集
　清掃車3台で各戸・ステーションを各２回／週

収集



 

 

 

 

 

大山崎町民間活力導入指針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
平成１９年６月改定 

大山崎町 
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第１ 指針の趣旨 

 本町では、現下の極めて危機的な財政状況のもと、行財政基盤の強化を図り、持続可能

な行財政を確立するため、平成 18 年に既存の大山崎町行財政改革プラン・同実施計画を改

定し、新たに、「集中改革プラン」として、各種の行財政改革に取り組んでいます。この集

中改革プランでは、行財政改革の手法の一つとして、「民間活力の導入」を掲げ（下記参照）、

積極的に民間活力を導入することとしています。 
 現在、公共施設においては、多様な住民ニーズや新たな課題の増大に伴い、設置や運営

主体など、施設のあり方や運営方法に関して見直しを行う必要が生じています。また、町

全体では、構成比率の高い層の職員が退職する転換期を控え、今後の職員構成を見据えた

行政運営も必要となってきています。 
 一方、国においては「民間でできることは民間に」を基本に、民間事業者への規制緩和

など行政サービスの民間開放が進められ、民間によるサービス活動の領域が拡大していま

す。 
 また、ＰＦＩ、指定管理者制度、市場化テストなどに関する法令が整備され、加えて、

民間の非営利団体等の主体的な活動も活発化するなど、行政サービスの担い手の多元化が

急速に進んでいることから、あらためて行政の役割と責任を検証し、民間との役割分担を

明確化する必要が生じています。 
 特に、業務の細分化や専門化が進む今日、住民ニーズの拡大や多様化に対応した行政サ

ービスを提供するには、行政自ら業務を行うよりは、むしろ業務内容によっては、専門的

な技術や知識を持つ民間の活力を導入し、また、住民団体等と協働して実施する方が効率

的で有効な場合があります。 
 このような認識から、集中改革プランに掲げた方針に基づき本指針を定め、これにより、

全庁的な取り組みを推進するものとします。 
 なお、住民団体等の民間の非営利団体等との協働・連携については、別に定めるものと

します。 
 
大山崎町行財政改革プラン・同実施計画（集中改革プラン）抜粋 
３．民間活力の導入 
  高度多様化した住民ニーズ等に応えるサービスを提供するには、行政自らが業務を行

うより、むしろ専門的な技術や知識を有する民間の活力を導入する方が効率的で有効な

場合があります。したがって、「民間でできることは民間に」の考えのもと、従来にも増

して、より積極的な民間活力の導入を行うこととします。それにより、行政のスリム化

をはじめとする行財政運営の簡素効率化を実現し、限られた行政資源である人員の有効

活用を図り、かつ、サービスの向上を図るものとします。 
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第２ 事務事業の総点検 

 民間活力の導入に際しては、本町が実施している事務事業全般について、次のとおり点

検を実施し、行政が担うべき領域等について検討を行います。 
 
 ⑴ 社会経済情勢の変化等を踏まえた事務事業の必要性の再検討 
   まず、当該事務事業の必要性について、社会経済情勢の変化等を踏まえ検討を行い、

ニーズが低下するなど必要性が乏しいと認められる事務事業については廃止する。 
 
 ⑵ 民間との役割分担の検討 
   次に、必要性が認められたものについて、民間が主体で行うことができないか検討

を行う。 
 
 ⑶ 民間委託等の検討 
   さらに、上記の検討の結果、町の事務事業として行うべきものと判断されたものに

ついて、町（の職員）が直接行う必要があるか、民間委託等の手法を活用したほうが

効率的・効果的か等について検討を行う。なお、この場合において、町（の職員）が

直接執行しなければならない事務事業は原則として次のとおりとするが、規制緩和の

動向等に十分留意したうえで、不断に公的関与の妥当性について検証を行うものとす

る。また、当該事務事業の細分化により、又は業務の効率性向上等のため補助的に、

民間委託等を導入できる可能性のあるものは検討の対象とする。 
 

◇町（の職員）が直接執行しなければならない事務事業 
① 法令等の規定により、町（の職員）が直接執行しなければならないもの 
② 許認可等の公権力の行使に関するもの 
③ 政策・施策の企画立案・調整・決定などのうち、行政自らが判断する必要のある

もの 
 

 ◇検討にあたっての留意事項 

  上記の検討にあたっては、次の事項等について十分留意するものとする。 

① 行政責任の確保（安全性、継続性、公平性、安定性、確実性等） 

② 費用対効果の検証 

③ サービスの維持・向上 

④ 行政情報・個人情報の保護 
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第３ 民間活力導入の手法 

 民間活力の導入については、次の手法によります。なお、業務内容や手法の特性に応じ

て、どの手法が適切か検討します。 
 
 ⑴ 民営化 
   事務事業の全部又は一部の実施主体を全面的に民間に移行すること。 
 ⑵ 指定管理者制度 
   地方公共団体の指定を受けた法人その他の団体が指定管理者として、公の施設の管

理を代行すること。 
 ⑶ ＰＦＩ 
   公共施設の建設、維持管理、運営等を民間の資金、運営能力及び技術的能力を活用

して行い、地方公共団体等が直接実施するよりも効率的かつ効果的に公共サービスを

提供すること。 
 ⑷ 民間委託 
   町が行政責任を果たす上で、必要な監督権などを留保し、その事務事業の全部又は

一部を民間企業や外部の団体、個人等に委託すること。 
 ⑸ 市場化テスト 
   「行政と民間」、あるいは「民間と民間」が対等な立場で競争入札に参加し、価格・

質の面で最も優れた者がそのサービスの提供を担うこと。 
 ⑹ 人材派遣 
   町が業務に必要な労働者を、労働者派遣法に基づき、派遣元事業主との契約により

受け入れること。 
 

第４ 取組の推進にあたって 

 この指針に基づく取り組みの推進にあたっては、町行財政改善本部を中心に、全庁的な

体制で取り組むものとし、計画的な民間活力の導入を図るため、事務事業の総点検に基づ

く短・中・長期的視点に立った民間活力導入実施計画を策定するものとする。 
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参考 事務事業総点検のフロー図 

 
    継続的な見直し・点検 

 
 

 
 
 

事務事業の見直し・点検 
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NO 
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NO 

NO 
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事務事業の廃止

の検討 
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実施 未実施 

民間活力導入に

ついて検討 



 

大山崎町における行政分野別の主な委託業務 

 
◆総務・企画 

委 託 業 務 の 名 称 平成 18 年度決算額（単位：千円）

・広報誌配布委託（文書広報活動経費） 1,192
・筆耕委託（自治振興推進経費） 19
・警備委託（企画調整推進経費） 63
・職員健康診断委託（一般行政推進経費） 1,189
・産業医委託（同上） 315
・電話交換業務委託（同上） 2,747
・給与システム保守委託（同上） 252
・顧問弁護士委託（同上） 600
・例規集データ更新委託（同上） 6,925
・庁舎警備委託（同上） 166
・指名願受付業務（同上） 700
・駐車場管理業務委託（企画費） 3,711
・行政評価支援業務（同上） 1,785
・職員研修委託（職員研修・福利厚生事業） 822
・新聞折り込み委託（人権擁護対策事業） 55
・作業員派遣委託料（災害対策推進経費 0
・地域防災計画作成業務委託料（同上） 3,570
・防災行政無線保守点検委託料（同上） 0
・清掃委託（施設管理経費） 2,185
・電気保安業務委託（同上） 268
・消防設備保守委託（同上） 530
・電話設備保守委託（同上） 500
・測量等委託（同上） 1,168
・建物管理委託（同上） 8,575
・町有地樹木等管理委託（同上） 724
・一般廃棄物処理業務等委託（同上） 1,068
・機器保守委託（電算管理経費） 6,543
・システム保守委託（同上） 6,454
 
 



 
◆税務 

委 託 業 務 の 名 称 平成 18 年度決算額（単位：千円）

・電算委託（賦課徴収経費） 6,852
・固定資産評価資料作成業務委託（同上） 1,753
 
◆議会 

委 託 業 務 の 名 称 平成 18 年度決算額（単位：千円）

・会議録解読委託（議会運営経費） 2,847
 
◆教育 

委 託 業 務 の 名 称 平成 18 年度決算額（単位：千円）

・共聴アンテナ管理委託（事務局運営経費） 87
・嘱託職員健康診断委託（同上） 7
・交通指導員配置委託（同上） 390
・外国語指導助手委託（同上） 4,830
・校舎清掃委託（学校管理運営経費※１山小） 458
・機械警備委託（同上） 626
・電気保安業務委託（同上） 156
・消防設備保守委託（同上） 70
・給食リフト保守委託（同上） 68
・貯水槽清掃委託（同上） 142
・草刈委託（同上） 449
・プール機械保守委託（同上） 40
・シャッター保守委託（同上） 84
・暖房機器保守委託（同上） 71
・体育用具等保守委託（同上） 27
・学校管理業務委託（同上） 1,484
・教職員胃部検診委託（同上） 8
・心臓病検診委託（同上） 118
・教職員血液・心電図委託（同上） 83
・学校給食調理等業務委託（同上） 14,070
・B 型肝炎検査委託（同上） 9
・一般廃棄物処理業務等委託（同上） 561
・総合学力調査委託（同上） 139
・耐震診断及び補強設計業務委託（同上） 16,000



・校舎清掃委託（学校管理運営経費※２山小） 301
・機械警備委託（同上） 626
・電気保安業務委託（同上） 146
・消防設備保守委託（同上） 72
・給食リフト保守委託（同上） 68
・貯水槽清掃委託（同上） 127
・プール機械保守委託（同上） 40
・シャッター保守委託（同上） 34
・暖房機器保守委託（同上） 71
・体育用具等保守委託（同上） 27
・学校管理業務委託（同上） 1,573
・教職員胃部検診委託（同上） 8
・心臓病検診委託（同上） 78
・教職員血液・心電図委託（同上） 74
・学校給食調理等業務委託（同上） 12,390
・B 型肝炎検査委託（同上） 9
・一般廃棄物処理業務等委託（同上） 459
・総合学力調査委託（同上） 83
・耐震診断委託料（学校管理費） 2,709
・校舎清掃委託（学校管理運営経費※中学校） 605
・電気保安業務委託（同上） 147
・消防設備保守委託（同上） 62
・貯水槽清掃委託（同上） 142
・プール機械保守委託（同上） 40
・シャッター保守委託（同上） 67
・暖房機器保守委託（同上） 204
・体育用具等保守委託（同上） 20
・教職員胃部検診委託（同上） 25
・心臓病検診委託（同上） 227
・教職員血液・心電図委託（同上） 132
・機械警備委託（同上） 683
・学校管理業務委託（同上） 1,841
・B 型肝炎検査委託（同上） 9
・一般廃棄物処理業務等委託（同上） 106
・清掃等委託（公民館管理運営経費） 796
・機械警備委託（同上） 581



・電気保安業務委託（同上） 179
・消防設備保守委託（同上） 59
・電話設備保守委託料（同上） 204
・宿日直保安管理委託（同上） 1,051
・建築設備定期検査委託（同上） 360
・嘱託職員健康診断委託（同上） 7
・自動扉設備整備保守点検業務委託（同上） 42
・機械警備委託（放課後児童対策事業） 501
・健康診断委託料（同上） 7
・測量委託（文化財調査事業） 2,196
・作業員委託（同上） 16,185
・作業委託料（同上） 157
・清掃等委託（ふるさとセンター管理運営経費） 830
・機械警備委託（同上） 547
・電気保安業務委託（同上） 126
・空調設備保守委託（同上） 384
・消防設備保守委託（同上） 55
・エレベーター保守委託（同上） 529
・ガス設備点検委託（同上） 126
・管理、受付業務委託（同上） 3,631
・一般廃棄物処理業務等委託（同上） 38
・清掃等委託（歴史資料館管理運営経費） 180
・常設展示室映像機器等保守委託（同上） 525
・体育施設管理委託（スポーツ振興事業） 2,210
・学校施設スポーツ開放管理委託（学校体育施設開放事業） 103
・清掃委託（体育館管理運営経費） 1,777
・機械警備委託（同上） 445
・電気保安業務委託（同上） 222
・消防設備保守委託（同上） 113
・空調設備保守委託（同上） 378
・樹木等管理業務委託（同上） 500
・館内設備器具保守委託（同上） 101
・放送設備保守委託（同上） 399
・移動観覧席保守委託（同上） 463
・舞台吊物設備保守委託（同上） 94
・高窓開閉装置保守委託（同上） 157



・電波障害対策設備保守点検委託（同上） 181
・特殊建築物定期調査委託（同上） 462
・管理、受付業務委託（同上） 2,914
・一般廃棄物処理業務等委託（同上） 67
・職員検診委託料（同上） 67
 
◆住民・福祉 

委 託 業 務 の 名 称 平成 18 年度決算額（単位：千円）

・電算委託（戸籍住民基本台帳管理経費） 1,324
・機器等保守委託（同上） 2,550
・老人医療費審査支払事務委託（老人保健医療事業） 230
・老人保健保険者別医療費通知事務委託（同上） 243
・老人保健柔道整復療養費審査支払事務委託（同上） 71
・法律相談委託（同上） 167
・福祉医療費審査支払事務委託料（社会福祉総務費） 334
・自立支援医療費（更生医療費）審査支払事務委託料（同

上） 
17

・重度心身障害老人健康管理事業審査支払事務委託料（同

上） 
103

・障害者生活支援事業委託料（同上） 1,298
・障害者基本計画策定業務委託料（同上） 1,400
・身体障害者手帳交付台帳等情報提供サービス業務委託

（障害者福祉推進事業） 
63

・手話通訳者、要約筆記者派遣委託（同上） 99
・障害者サービス利用計画作成委託（同上） 102
・障害程度区分認定訪問調査委託（同上） 34
・相談支援機能強化事業委託（同上） 273
・地域活動支援センター委託（同上） 312
・給食サービス委託（在宅福祉事業） 1,520
・寝具丸洗い乾燥サービス委託（同上） 219
・福祉センター管理運営（指定管理）委託（同上） 3,780
・地域包括支援センター委託料（老人福祉費） 4,000
・敬老会演芸委託料（同上） 700
・電算システム変更委託料（同上） 1,795
・清掃委託料（老人福祉センター費） 722
・機会警備委託料（同上） 581



・電気保安業務委託料（同上） 163
・消防設備保守委託料（同上） 23
・設備管理業務委託料（同上） 275
・ヘルストロン管理委託料（同上） 54
・乳幼児医療費審査支払事務委託料（児童福祉施設事業） 902
・電算委託（同上） 858
・簡易児童遊園維持作業委託（同上） 20
・管理業務委託（保育所費） 1,416
・管理業務委託（同上） 1,411
・消防設備保守委託（保育所管理運営事業※第 1 保育所） 18
・健康診断委託（同上） 15
・一般廃棄物処理業務等委託（同上） 78
・消防設備保守委託（保育所管理運営事業※第２保育所） 25
・健康診断委託（同上） 15
・一般廃棄物処理業務等委託（同上） 103
・消防設備保守委託（保育所管理運営事業※第３保育所） 16
・健康診断委託（同上） 15
・一般廃棄物処理業務等委託（同上） 78
・予防接種医師会委託（予防接種事業） 9,260
・結核検診委託（同上） 332
・感染症廃棄物処理委託（同上） 3
・基本健康診査医師会委託料（成老人保健対策事業） 22,676
・子宮がん検診医師会委託（同上） 3,722
・肺がん検診医師会委託（同上） 677
・胃がん検診委託（同上） 1,615
・乳がん検診委託（同上） 1,209
・大腸がん検診委託（同上） 3,049
・前立腺がん検診委託（同上） 789
・健康診断委託料（同上） 7
・食生活改善地域活動委託（同上） 140
・妊婦健康診査等委託（母子保健対策事業） 2,058
・在宅当番医制事業医師会委託（保健医療対策事業） 242
・清掃委託（保健センター管理運営経費） 441
・機械警備委託（同上） 581
・電気保安業務委託（同上） 11
・消防設備保守委託（同上） 47



・空調設備保守委託（同上） 110
・自動ドア保守点検委託（同上） 52
 
◆経済・環境 

委 託 業 務 の 名 称 平成 18 年度決算額（単位：千円）

・駐輪場整理委託（駐輪場管理運営事業） 244
・駐輪場管理委託（同上） 3,866
・常時観測施設維持管理委託（環境対策推進経費） 13,125
・清掃委託料（清掃総務費） 108
・機械警備委託（じん芥処理事業） 309
・可燃物収集運搬委託（同上） 73,915
・不燃物収集指導員委託（同上） 6,403
・不燃物収集容器設置委託（同上） 2,207
・その他プラスチック収集運搬委託（同上） 9,987
・し尿汲取委託（し尿処理事業） 3,119
・一般廃棄物処理手数料収納委託（同上） 88
・狂犬病予防注射事務委託（畜犬関係事務経費） 114
・環境美化監視員委託（生ごみ減量及び環境美化推進事業） 1,057
・有害鳥獣駆除委託（林業振興総合対策事業） 240
・森林組合連合会等委託（天王山周辺森林整備事業） 2,382
・観光関連施設等維持管理委託（観光施設等管理事業） 1,564
 
◆土木・下水道 

委 託 業 務 の 名 称 平成 18 年度決算額（単位：千円）

・道路台帳更新作業委託（土木管理経費） 1,093
・道路区域内土地整理委託（同上） 231
・地積測量図作成委託（単独事業） 0
・耐震診断派遣委託料（都市計画総務費） 280
・電気保安業務委託（雨水施設経費） 693
・排水ポンプ場管理委託（同上） 8,332
・消防設備点検委託（同上） 62
 



事業名 NAME02 NAME04 説明 20年度当初

一般行政推進費 総務費 一般管理費 京都府町村会負担金 406

一般行政推進費 総務費 一般管理費 乙訓市町会負担金 844

文書広報活動経費 総務費 文書広報費 京都府広報協会負担金 10

文書広報活動経費 総務費 文書広報費 城南自治体広報研究会負担金 0

文書広報活動経費 総務費 文書広報費 社団法人日本広報協会会費 0

国際交流事業 総務費 国際交流費 海外研修補助金 50

自治振興推進経費 総務費 自治振興費 町内会・自治会補助金 1,355

自治振興推進経費 総務費 自治振興費 公民館・集会所管理補助金 55

一般行政推進費 総務費 一般管理費 広島平和祈念式典町民代表派遣交付金 111

広域行政推進事業 総務費 企画費 京都府南部都市広域行政圏推進協議会負担金 104

広域行政推進事業 総務費 企画費 乙訓・八幡広域連携事業推進協議会負担金 50

企画調整推進経費 総務費 企画費 ふるさとづくり大山崎町推進協議会補助金 100

企画調整推進経費 総務費 企画費 桂川治水利水対策協会負担金 8

企画調整推進経費 総務費 企画費 京都府南部地域行政改革推進会議乙訓地域分科会負担金 1,004

企画調整推進経費 総務費 企画費 鉄道施設バリアフリー化設備整備補助金 15,000

企画調整推進経費 総務費 企画費 バスICカードシステム整備事業補助金 189

まちづくり推進事業 総務費 企画費 歴史街道推進協議会負担金 100

統計調査経費 総務費 統計調査費 京都府統計協会負担金 4

施設管理経費 総務費 財産管理費 乙訓土地開発公社事務費負担金 7,000

一般行政推進費 総務費 一般管理費 ダム放流連絡会負担金 9

一般行政推進費 総務費 一般管理費 乙訓地域暴力追放推進協議会負担金 103

一般行政推進費 総務費 一般管理費 社会保険協会負担金 6

一般行政推進費 総務費 一般管理費 地方自治情報センター負担金 50

一般行政推進費 総務費 一般管理費 乙訓防犯協会負担金 174

一般行政推進費 総務費 一般管理費 防犯推進委員協議会大山崎町支部補助金 40

職員研修・福利厚生事業 総務費 一般管理費 研修参加負担金 250

職員研修・福利厚生事業 総務費 一般管理費 町厚生会補助金 705

職員研修・福利厚生事業 総務費 一般管理費 勤労者福祉サービスセンター事業主負担金 24

人権擁護対策事業 総務費 一般管理費 山城地区市町村連絡協議会負担金 334

人権擁護対策事業 総務費 一般管理費 人権問題各種研修会等参加負担金 150

人権擁護対策事業 総務費 一般管理費 乙訓人権擁護委員協議会 58

負担金・補助及び交付金一覧（平成20年度当初）



人権擁護対策事業 総務費 一般管理費 山城人権啓発協議会負担金 0

選挙管理委員会運営経費 総務費 選挙管理委員会費 京都府町村選挙管理委員会連合会負担金 30

選挙管理委員会運営経費 総務費 選挙管理委員会費 乙訓選挙管理委員会協議会負担金 83

消防活動推進経費 消防費 常備消防費 乙訓消防組合負担金 320,649

一般行政推進費 総務費 一般管理費 安全運転管理者等講習会負担金 9

施設管理経費 総務費 財産管理費 地区集会所運営補助金 40

電算管理経費 総務費 電子計算費 市町村電算研究会負担金 10

税務管理経費 総務費 税務総務費 右京、乙訓地区税務協議会負担金 10

税務管理経費 総務費 税務総務費 資産評価システム研究センター負担金 45

税務管理経費 総務費 税務総務費 右京、西京、乙訓地区租税教育推進協議会負担金 4

賦課徴収経費 総務費 賦課徴収費 給与支払報告書等共同印刷負担金 25

賦課徴収経費 総務費 賦課徴収費 給与支払報告書等共同発送負担金 20

賦課徴収経費 総務費 賦課徴収費 確定申告事務共同処理負担金 100

賦課徴収経費 総務費 賦課徴収費 税務共同化調査研究事務負担金 50

消防団員報酬 消防費 非常備消防費 消防団員等公務災害補償等共済基金掛金 2,586

消防団運営経費 消防費 非常備消防費 京都府消防協会乙訓支部負担金 851

消防団運営経費 消防費 非常備消防費 消防団運営交付金 1,250

消防団運営経費 消防費 非常備消防費 年末特別警戒・出初式交付金 696

消防団運営経費 消防費 非常備消防費 消防団活性化事業交付金 80

消火栓維持管理事業 消防費 消防施設費 水道事業会計負担金 3,288

水防活動整備事業 消防費 水防費 桂川・小畑川水防事務組合負担金 280

議会運営経費 議会費 議会費 京都府町村議会議長会負担金 1,243

議会運営経費 議会費 議会費 乙訓市町議会議長会負担金 360

議会運営経費 議会費 議会費 研修参加負担金 6

議会運営経費 議会費 議会費 乙訓・久世・綴喜市町議会職員連絡協議会負担金 12

議会運営経費 議会費 議会費 山城地区町村議会議長会負担金 32

議会運営経費 議会費 議会費 政務調査費交付金 960

公平委員運営経費 総務費 公平委員会費 京都府公平委員会連合会負担金 2

公平委員運営経費 総務費 公平委員会費 全国公平委員会連合会負担金 20

公平委員運営経費 総務費 公平委員会費 全国公平委員会連合会近畿支部負担金 6

監査事務経費 総務費 監査委員費 乙訓市町監査委員協議会負担金 15

監査事務経費 総務費 監査委員費 京都府町村監査委員協議会負担金 50

教育委員会運営費 教育費 教育委員会費 京都府高等学校定時制通信制教育振興会負担金 5



教育委員会運営費 教育費 教育委員会費 乙訓教育委員会連合会負担金 238

教育委員会運営費 教育費 教育委員会費 乙訓公立学校結核審査協議会負担金 57

事務局運営経費 教育費 事務局費 全国教育長研修大会負担金 1

事務局運営経費 教育費 事務局費 京都府町村教育長会負担金 13

事務局運営経費 教育費 事務局費 京都府公立学校施設整備期成会負担金 1

事務局運営経費 教育費 事務局費 就学指導委員会補助金 0

事務局運営経費 教育費 事務局費 社会保険協会負担金 4

幼児教育振興事業 教育費 幼児教育振興費 私立幼稚園園児教材費補助金 8,435

幼児教育振興事業 教育費 幼児教育振興費 私立幼稚園設備費補助金 150

幼児教育振興事業 教育費 幼児教育振興費 私立幼稚園事業費補助金 65

幼児教育振興事業 教育費 幼児教育振興費 私立幼稚園心身障害児教育振興補助金 294

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 日本スポーツ振興センター負担金 465

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 学校管理運営協議会負担金 0

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 京都府小学校校長会負担金 12

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 京都府下小学校教頭会負担金 4

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 京都府特別支援学級等設置学校校長会負担金 2

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 京都府小学校体育連盟負担金 2

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 乙訓小学校教育研究会負担金 41

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 乙訓小中学校校長会負担金 0

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 乙訓小中学校教頭会負担金 0

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 乙訓学校保健会負担金 13

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 乙訓小中学校事務研究会負担金 2

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 乙訓人権教育研究会負担金 7

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 乙訓学校給食研究会負担金 4

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 教職員各種研究会等参加補助金 60

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 特別支援学級促進事業等補助金 16

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 特別支援教育促進事業補助金 10

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 乙訓小学校体育連盟負担金 4

学校教育振興経費 教育費 教育振興費 修学旅行補助 805

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 日本スポーツ振興センター負担金 306

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 学校管理運営協議会負担金 0

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 京都府小学校校長会負担金 12

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 京都府下小学校教頭会負担金 4



学校管理運営経費 教育費 学校管理費 京都府特別支援学級等設置学校校長会負担金 2

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 京都府小学校体育連盟負担金 2

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 乙訓小学校教育研究会負担金 30

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 乙訓小中学校校長会負担金 0

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 乙訓小中学校教頭会負担金 0

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 乙訓学校保健会負担金 13

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 乙訓小中学校事務研究会負担金 2

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 乙訓人権教育研究会負担金 7

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 乙訓学校給食研究会負担金 4

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 乙訓聴覚・言語障害児教育研究会負担金 4

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 教職員各種研究会等参加補助金 60

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 特別支援学級促進事業等補助金 48

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 特別支援教育促進事業補助金 5

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 乙訓小学校体育連盟負担金 4

学校教育振興経費 教育費 教育振興費 修学旅行補助 685

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 日本スポーツ振興センター負担金 356

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 学校管理運営協議会負担金 0

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 京都府中学校教頭会負担金 5

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 京都府障害児学級設置学校校長会負担金 2

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 京都市域西通学圏中学校進路指導連絡協議会負担金 2

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 乙訓小中学校校長会負担金 0

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 乙訓中学校校長会負担金 16

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 乙訓小中学校教頭会負担金 0

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 乙訓小中学校事務研究会負担金 2

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 乙訓学校保健会負担金 12

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 乙訓中学校体育連盟負担金 150

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 乙訓中学校教育研究会負担金 88

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 乙訓人権教育研究会負担金 7

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 乙訓学校給食教育研究会負担金 4

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 教職員各種研究会等参加補助金 10

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 特別支援学級促進事業等補助金 48

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 生徒指導等補助金 140

学校管理運営経費 教育費 学校管理費 各種競技会選手派遣等補助金 350



学校管理運営経費 教育費 学校管理費 特別支援教育促進事業補助金 35

学校教育振興経費 教育費 教育振興費 修学旅行補助 758

社会教育推進経費 教育費 社会教育総務費 京都府社会教育委員等連絡協議会負担金 8

社会教育推進経費 教育費 社会教育総務費 乙訓社会教育委員等連絡協議会負担金 10

社会教育推進経費 教育費 社会教育総務費 乙訓少年補導委員会負担金 28

社会教育推進経費 教育費 社会教育総務費 長岡京記念文化事業団負担金 500

社会教育推進経費 教育費 社会教育総務費 婦人会補助金 135

社会教育推進経費 教育費 社会教育総務費 生活学校補助金 80

社会教育推進経費 教育費 社会教育総務費 文化協会補助金 144

社会教育推進経費 教育費 社会教育総務費 少年補導委員会補助金 144

社会教育推進経費 教育費 社会教育総務費 青少年健全育成協議会補助金 108

社会教育推進経費 教育費 社会教育総務費 ＰＴＡ連絡協議会補助金 80

社会教育推進経費 教育費 社会教育総務費 社会を明るくする運動大山崎地区実施委員会補助金 50

社会教育推進経費 教育費 社会教育総務費 ふるさとガイドの会補助金 180

図書事務事業 教育費 公民館費 図書館等連絡協議会負担金 7

図書事務事業 教育費 公民館費 地域文庫育成補助金 50

図書事務事業 教育費 公民館費 雇用保険料 66

公民館管理運営経費 教育費 公民館費 京都府公民館連絡協議会負担金 17

放課後児童対策事業 教育費 留守家庭児童会育成費 指導員共済組合負担金 4,825

放課後児童対策事業 教育費 留守家庭児童会育成費 指導員厚生会負担金 692

放課後児童対策事業 教育費 留守家庭児童会育成費 雇用保険料 800

放課後児童対策事業 教育費 留守家庭児童会育成費 社会保険料 450

文化財調査事業（単費） 教育費 文化財保護費 文化財補助金 300

文化財調査事業（単費） 教育費 文化財保護費 社会保険料 110

歴史資料館管理運営経費 教育費 資料館費 社会保険料等 200

スポーツ振興事業 教育費 保健体育総務費 京都府体育指導委員研究大会負担金 13

スポーツ振興事業 教育費 保健体育総務費 京都府体育施設管理講習会負担金 3

スポーツ振興事業 教育費 保健体育総務費 体育指導委員協議会負担金 11

スポーツ振興事業 教育費 保健体育総務費 洛西浄化センター運動広場運営協議会負担金 50

スポーツ振興事業 教育費 保健体育総務費 全国少年フェンシング大会実行委員会補助金 5,300

体育館管理運営経費 教育費 体育館費 京都府体育施設協会負担金 6

戸籍住民基本台帳管理経費 総務費 戸籍住民基本台帳費 京都府戸籍住民登録外国人登録事務協議会負担金 4

国民年金事業 民生費 国民年金事務費 京都府国民年金協議会負担金 0



老人保健医療事業 民生費 老人福祉費 京都府後期高齢者医療広域連合設立準備委員会市町村分賦金 0

老人保健医療事業 民生費 老人福祉費 後期高齢者医療保険事業療養給付費負担金 90,856

企画調整推進経費 総務費 企画費 地下水利用対策協議会補助金 40

交通安全対策経費 総務費 交通安全対策費 乙訓地域交通安全活動推進委員協議会負担金 62

じん芥処理事業 衛生費 清掃総務費 阪神京滋フェニックス事業連絡協議会負担金 20

乙訓環境衛生組合負担金 衛生費 清掃総務費 乙訓環境衛生組合負担金 212,699

生ごみ減量及び環境美化推進事業 衛生費 保健衛生総務費 生ごみ処理機購入補助金 300

勤労者福祉対策事業 労働費 労働諸費 地区労働福祉厚生補助金 130

勤労者福祉対策事業 労働費 労働諸費 乙訓勤労者福祉サービスセンター管理運営負担金 2,144

農業委員会運営経費 農林水産業費 農業委員会費 京都府農業会議拠出金 60

農業委員会運営経費 農林水産業費 農業委員会費 京都府農業会議研修会負担金 2

農政対策経費 農林水産業費 農業総務費 乙訓都市農業振興協議会負担金 174

農政対策経費 農林水産業費 農業総務費 ふるさと産品価格流通安定協会負担金 30

農政対策経費 農林水産業費 農業総務費 京都府農林統計協会負担金 7

農政対策経費 農林水産業費 農業総務費 洛西たん水防除協議会負担金 12

農政対策経費 農林水産業費 農業総務費 天王山を守る会補助金 144

農業振興推進事業 農林水産業費 農業振興費 水稲病害虫防除事業補助金 100

農業振興推進事業 農林水産業費 農業振興費 特産物育成対策事業補助金 144

農業振興推進事業 農林水産業費 農業振興費 品種改良普及事業補助金 50

農業振興推進事業 農林水産業費 農業振興費 環境条件整備事業補助金 320

農業振興推進事業 農林水産業費 農業振興費 水利組合運営費補助金 120

水田農業構造改革推進事業 農林水産業費 農業振興費 水田農業構造改革推進対策農家組合補助金 1,200

土地改良事業推進経費 農林水産業費 農地費 京都府土地改良事業団体連合会負担金 12

商工総務経費 商工費 商工総務費 乙訓商工観光連絡協議会負担金 80

商工業振興事業 商工費 商工業振興費 中小企業者資金借入保証料助成金 885

商工業振興事業 商工費 商工業振興費 商工業振興事業補助金 3,200

商工業振興事業 商工費 商工業振興費 商工業者等健康維持増進支援事業補助金 450

商工業振興事業 商工費 商工業振興費 大山崎オーキッド・イルミネーション事業補助金 300

観光施設等管理事業 商工費 観光費 京都府観光連盟負担金 80

観光施設等管理事業 商工費 観光費 乙訓広域観光事業負担金 80

地域福祉推進事業 民生費 社会福祉総務費 町社会福祉協議会補助金 21,684

地域福祉推進事業 民生費 社会福祉総務費 民生・児童委員協議会補助金 3,047

地域福祉推進事業 民生費 社会福祉総務費 三つ和母子会補助金 95



地域福祉推進事業 民生費 社会福祉総務費 遺族会補助金 108

地域福祉推進事業 民生費 社会福祉総務費 身体障害者協会補助金 90

地域福祉推進事業 民生費 社会福祉総務費 体幹訓練特別事業補助金 65

地域福祉推進事業 民生費 社会福祉総務費 原爆被災者の会補助金 35

地域福祉推進事業 民生費 社会福祉総務費 町心身障害者スポーツ大会補助金 60

地域福祉推進事業 民生費 社会福祉総務費 知的障害者育成会補助金 60

地域福祉推進事業 民生費 社会福祉総務費 戦没者追悼式開催補助金 270

福祉医療事業 民生費 社会福祉総務費 重度心身障害老人健康管理事業補助金 17,060

障害者福祉推進事業 民生費 社会福祉総務費 乙訓福祉施設事務組合負担金 24,625

障害者福祉推進事業 民生費 社会福祉総務費 手話奉仕員養成事業負担金 76

障害者福祉推進事業 民生費 社会福祉総務費 身体障害者スポレク大会負担金 63

障害者福祉推進事業 民生費 社会福祉総務費 障害者施設運営補助金 7,542

障害者福祉推進事業 民生費 社会福祉総務費 共同作業所等運営補助金 1,865

障害者福祉推進事業 民生費 社会福祉総務費 共同作業所等入所訓練事業補助金 15,710

障害者福祉推進事業 民生費 社会福祉総務費 通所サービス利用促進事業補助金 1,027

老人福祉推進事業 民生費 老人福祉費 老人クラブ連合会補助金 270

老人福祉推進事業 民生費 老人福祉費 単位老人クラブ補助金 810

老人福祉推進事業 民生費 老人福祉費 生きがい対策事業補助金 250

老人福祉推進事業 民生費 老人福祉費 シルバー人材センター補助金 2,500

老人福祉推進事業 民生費 老人福祉費 京都府シルバー人材センター連合会負担金 20

介護保険関連事業 民生費 老人福祉費 社会福祉法人利用者負担軽減補助金 36

無認可保育所助成事業 民生費 児童福祉総務費 無認可保育所等入所乳幼児補助金 648

無認可保育所助成事業 民生費 児童福祉総務費 無認可保育所補助金 287

無認可保育所助成事業 民生費 児童福祉総務費 障害児学童保育設置助成金 254

保育所管理運営事業 民生費 保育所費 日本スポーツ振興センター負担金 44

保育所管理運営事業 民生費 保育所費 京都府社会福祉協議会負担金 9

保育所管理運営事業 民生費 保育所費 京都府保育協会負担金 10

保育所管理運営事業 民生費 保育所費 社会保険料 816

保育所管理運営事業 民生費 保育所費 研修参加負担金 10

保育所管理運営事業 民生費 保育所費 日本スポーツ振興センター負担金 39

保育所管理運営事業 民生費 保育所費 京都府社会福祉協議会負担金 9

保育所管理運営事業 民生費 保育所費 京都府保育協会負担金 10

保育所管理運営事業 民生費 保育所費 社会保険料 816



保育所管理運営事業 民生費 保育所費 研修参加負担金 10

保育所管理運営事業 民生費 保育所費 日本スポーツ振興センター負担金 29

保育所管理運営事業 民生費 保育所費 京都府社会福祉協議会負担金 8

保育所管理運営事業 民生費 保育所費 京都府保育協会負担金 10

保育所管理運営事業 民生費 保育所費 社会保険料 456

保育所管理運営事業 民生費 保育所費 研修参加負担金 10

献血推進事業 衛生費 保健センター費 乙訓献血推進協議会負担金 24

献血推進事業 衛生費 保健センター費 献血推進実行委員会補助金 140

保健医療対策事業 衛生費 保健センター費 乙訓休日応急診療所運営費負担金 2,327

保健医療対策事業 衛生費 保健センター費 病院群輪番制病院運営事業負担金 1,255

保健センター管理運営経費 衛生費 保健センター費 市町村山城ブロック保健師会負担金 9

保健センター管理運営経費 衛生費 保健センター費 市町村保健師協議会負担金 17

保健センター管理運営経費 衛生費 保健センター費 社会保険料 231

土木管理経費 土木費 土木総務費 日本道路協会負担金 6

土木管理経費 土木費 土木総務費 京都府道路協会負担金 111

土木管理経費 土木費 土木総務費 京都府用地対策連絡協議会負担金 8

土木管理経費 土木費 土木総務費 京都府国道連絡会負担金 30

土木管理経費 土木費 土木総務費 宇治川・桂川改修促進期成同盟会負担金 60

土木管理経費 土木費 土木総務費 京都府砂防治水防災協会負担金 12

都市計画推進経費 土木費 都市計画総務費 全国都市公園整備促進協議会負担金 28

都市計画推進経費 土木費 都市計画総務費 全国街路事業促進協議会負担金 10

都市計画推進経費 土木費 都市計画総務費 日本公園緑地協会負担金 14

都市計画推進経費 土木費 都市計画総務費 京都府都市計画協会負担金 3

都市計画推進経費 土木費 都市計画総務費 淀川上流域国営公園推進行政連絡会負担金 5

都市計画推進経費 土木費 都市計画総務費 都市計画協会負担金 30

都市計画推進経費 土木費 都市計画総務費 淀川河川公園連絡協議会負担金 10

都市計画推進経費 土木費 都市計画総務費 研修会負担金 8

都市計画推進経費 土木費 都市計画総務費 京都第二外環状道路沿線市町連絡協議会負担金 50

都市計画推進経費 土木費 都市計画総務費 マンション耐震診断事業補助金 0

都市計画推進経費 土木費 都市計画総務費 京都第二外環状道路対策委員会補助金 100

都市計画推進経費 土木費 都市計画総務費 京都縦貫自動車道・第二名神高速道路等整備促進協議会負担金 24

雨水施設経費 土木費 雨水施設費 島本町山崎ポンプ場維持管理負担金 1,215

809,630



1

大山崎町における（住民）団体
活動の状況について（例)

平成20年8月26日
大山崎町政策推進室



2

町内会・自治会の状況

町内会・自治会数：６１
加入世帯数：4,189世帯（加入率約71%）
※上記はいずれも平成20年4月1日現在（詳細は別紙参照）

主な活動内容（一般的例示）
①防犯・防災活動
②交通安全活動
③清掃・ごみ収集への協力活動
④レクリエーションや親睦・交流活
⑤各種ボランティアへの参加
⑥子どもや高齢者等の見守り活動
⑦行政機関などへの要望・行政機関との連絡活動
⑧自治会運営にともなう会議・調整活動
⑨地域の集会所の管理 など



3

町内会・自治会の課題

構成世帯の高齢化

連帯感の希薄化による自治会離れ

役職を担うことが大きな負担

事業や活動への構成世帯の不参加

自主防災組織などの新たな課題への負担

など



4

町内会・自治会への町の支援

【財政支援】

事務費補助金

→年間15,000円に世帯数に100円を乗じた額を加えた

額

会長謝礼

→世帯数に230円を乗じた額

【その他支援】

各種備品等の貸し出し

活動全般にわたる相談

さまざまな要望事項への対応



5

その他の団体の活動事例（１）

【大山崎竹林ボランティア】

目的：ボランティア活動により竹林の保全を図り、ふるさ

との自然を愛護する機運を高めること

会員数：28名（平成20年3月31日現在）

活動内容

①通常（ボランティア）活動

→年間33日（延べ575名参加）

②地域教育・文化活動

③その他（イベント協力など）

町の支援内容：特になし



6

その他の団体の活動事例（２）

【大山崎町いきいき朝市実行委員会】
目的：地元で生産されている季節感あふれる農産物等を直接販売す

ることにより、住民とのふれあいを通じて都市農業への理解と
発展に資する。

会員数：25名（平成20年3月17日現在）
活動内容
①定例市の開催

→年間39日（平成19年度実績）
※来客数約5000人～6000人

②特別市（筍祭り・茄子祭り・歳末特別市・新春特別市など）の開催
③その他
・地産地消の推進（学校給食への納品）

町の支援内容：活動場所の無償貸与



7

その他の団体の活動事例（３）

【大山崎町商工会】
目的：地区内における商工業の総合的な改善発達を図り

、あわせて社会一般の福祉の増進に資し、もって

国民経済の健全な発展に寄与する。

会員数：195名（平成20年3月31日現在）

活動内容

①経営改善普及事業

②地域総合振興事業（地域との交流）

③その他

町の支援内容：補助金の交付



8

その他の団体の活動事例（４）

【大山崎町社会福祉協議会】
目的：大山崎町における社会福祉事業その他の社会福祉を目的と

する事業の健全な発達及び社会福祉に関する活動の活性化
により、地域福祉の増進を図る。

会員数：2,676人（平成20年3月31日現在）
活動内容
①生活福祉活動
②居宅介護等事業
③給食サービス事業
④安否確認事業
⑤その他

町の支援内容：補助金の交付



9

その他の団体の活動事例（５）

【大山崎ふるさとガイドの会】

別紙のとおり






















